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①日間幼児園 ２～６歳  在園児数：35,300人（01年９月）399ヶ所 
②日間育嬰園 ０～２歳  在園児数：940人（01年９月） 17ヶ所 
 以上が基本で、その他の機関、サービスとして次のものがある。 












一時保育   半日または全日、あるいは２時間の一時保育  




   
 幼稚園 育嬰園 幼児園 
 教育体系 福祉体系 福祉体系 
管轄機関 教育統籌局 社会福利署 社会福利署 

















   
幼稚園数  （762園：03-04年) 幼児中心 





施設数 園児数 施設数 園児数 施設数 園児数 
148,700 7,500 399 35,300 17 940 25 2,436/576 
   
 出典：『就学前サービスの協調体制に関するワーキングチーム答申』（教育署・社会福利署2002年４月）、
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互接続を含む）、家庭・園への財政的助成計画の充実、親教育の展開である。 
 就学前教育改革で特徴的なのは、幼保一元化が既に2005年から開始されていることである。そ
れまでの就学前教育は、教育統籌局Education and Manpower Bureau管轄の幼稚園Kindergarten、社
会福利署管轄の幼児センターChildcare centerに明確に二分されていた。 







・幼稚園  ３歳～６歳 教育統籌局 教育条例 教育・保育 
・幼児センター ０歳～３歳（０～２歳、２～３歳）幼児服務条例 保育 
・幼稚園・幼児園併設機関 ０～６歳 教育統籌局管理連合事務署 教育条例＆幼児服務条例 
・特殊幼児センター  社会福利署 幼児服務条例 
・完全幼児センター（幼児園／育嬰園）０～３歳の子どもに一貫した保育の提供 社会福利署幼
児服務条例 
   
（表３）幼保一元化後の教育制度 
   





根拠法 教育条例 幼児服務条例 
乳幼児年齢 満３才から６才 満０才から３才 
制度 半日制・全日制 全日制・半日制 
職員資格 2004年から全員合格教師 児童福利専門家資格の保育員資格 
３分の２が訓練を受けた補助教員 
職員：園児比例 １：15 １：８（０-２才） 
１：15（３才） 
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 １ 親の世話をする場合：扶養１人あたり30,000ドルの減税。 
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・40代女性。６歳女児がいるが、子どもは一人で十分だと思っている。２歳から幼稚園に通園。
今の園を選んだのは、保育時間と良好な環境が気に入ったから。在園時間は９時から16時まで。
学費は2,400ドルで、安いと思う。しかし幼稚園の質には不満足で、これは先生たちの中に経
験不十分な人がいるからだ。もっとも悩んでいる子育て上の問題は、（子育ての）ディシプリ
ンをどう考えたらよいか、ということ。母親は仕事をしていて、それは自己実現を図りたいと
いうことと、時間が十分あるからという理由による。仕事と子育ての両立はけっこうたいへん
で、これが満足できる状態になるには、才能のある子どもにはそれにふさわしい保育施設が必
要だと思う。育児休業制度は必要とは思わない。育児にはメイドがたずさわるというのは当然
のことだろうと思う。育児支援としては、能力の高い子どもが利用できる英才児特別教育機関
のようなものがほしい。少子化問題を解決するには、独身女性に子どもを産むことを励ますこ
とができるかどうかが重要だと思う。 
・30代男性。子どもは１歳１ヶ月の男児。もう一人ほしいと思っている。幼稚園等には行ってい
ない。睡眠上の問題が子育ての悩み。母親は働いていない。メイドが子育てするのは当然。社
会的な育児支援としては育児相談機関や居場所作りが必要ではないか。少子化問題解決には、
香港の男性と結婚する女性が子どもを持ち、そして香港で育てることが不可欠だろう。 
・30歳代女性。８歳の女児（小学生）が一人。一人でよいと思う。子育てで問題を感じたことは
ない。仕事はしていない。メイドが子育てに携わるのは当然。子育て支援には児童手当の支給
が重要だ。今の少子化はなんと言っても経済問題が最大の問題だと思う。 
・30歳代。４歳と10歳の女児。子どもは２人が理想的。１歳から幼稚園に通園している。９時～
12時。学費は930ドルで、適当。子どもの行動がスローなことが心配。母親は働いていない。
メイドが育児をするのはよい。社会的支援としてほしいのは子どもの居場所作り。少子化の原
因は、子どもの教育の難しさにあるのではないかと思う。 
・29歳女性。７歳女児（小学生）が一人。子どもは２人ほしい。子育てで困っていることはない。
母親は仕事を持っていない。子育てはメイドが担当してもいいし、祖父母や親戚が関わっても
いいのではないか。親でなくてはいけないとは思わない。施策としては、児童手当の支給が大
事な育児支援になると思う。少子化問題への対策としては、中国で生まれた子どもが香港に自
由に住めるようにすることだ。 
 
おわりに 
 以上、香港における子育て支援政策について、教育統籌局、社会福利署、香港大学教授へのイ
ンタビュー、また街頭インタビューでの聞き取りをまとめた。香港の幼稚園・幼児園における保
育の状況は次回にまわしたい。本稿から明らかになったのは次の点である。 
１．香港の消極的な幼児教育施策も、90年代以降徐々に変化し、幼保一元化による行政のスリム
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香港の子育て支援 
化と合理的な施策の展開が行なわれ、保育者の質の管理がなされた。 
２．幼保一元化に際しては、あまり大きな問題が発生しなかった。幼稚園、幼児園では教師の学
力・資格、根拠法となる法律、学費が異なっていた。10数年前に議論が始まり、過去数年は幼
児園、幼稚園が多方面にわたり協力体制をとるようになった。日本とは異なり現場からの要求
で一元化を実現するまでになった。財政面の問題も日本と違い、中央政府の分配・財政が各省
庁間で権益争いとなることはなく、ボトムアップによる政策改革であった。 
  香港では階層によりどの幼稚園・幼児園に通園するのかはほぼ決まっており、園のブランド
がものをいうため、一元化によって保護者が選択する幅が広がるということもない。これまで
の教育方針が、幼保一元化後も多少の変更はあれ継続していくからである。 
  また、香港の幼稚園・幼児園はキリスト教団体、仏教団体などの宗教団体が経営している場
合が多い。その経営規模は大きく、一宗教団体で複数の幼稚園、幼児園、さらには小学校、中
学校、高校、その他さまざまな機関を有している。それぞれの経営母体は多くの幼稚園・幼児
園を要しているため、日本のように、一園を経営する経営者が多い状況とは異なる。 
３．香港では宗教団体、民間団体の力量がずば抜けて高く、社会の福祉に大きく貢献していると
いうことである。英国本国が植民地の香港を放置してきたため、香港人自ら立ち上がらざるを
えなかったことも背景にあると思われる。この状況は、これほどボランティアや宗教が身近で
はない日本が参考とするには時間がかかりそうである。育児サービスのネットワークについて
だが、異なった地区にはそれぞれの特色があり、ボランティアがいる。そのほか、家庭サービ
スセンターは社会福利署管轄下の各地域に設立されているが、キリスト教各宗派の活動が地域
に役立っている場合、社会福利署が教育基金を提供する場合もある。 
４．最後に街頭インタビューで分ったことは、香港人の子育てにはフィリピン人・インドネシア
人などの支援が必要なことである。現在ではフィリピン人女性が多く香港で活躍しており、こ
のような状況があって現在の香港女性の社会進出がある。より豊かな国へ出稼ぎのため家族を
置いて働くフィリピン人・インドネシア人女性と、よりよい暮らし・自己実現のために子ども
をメイドに託し働く香港人との間には、さまざまな問題があるとはいえ、すでに互いがなくて
はならない存在になっている。 
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